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掛川市新たなビジネススタイル整備支援事業費補助金交付要領 

（目的） 

第１条 この要領は、掛川市新たなビジネススタイル応援事業費補助金交付要綱（令和３年６月１

日施行。以下「要綱」という｡)に基づき、補助金の円滑かつ適正な運用を図るために必要な事項

を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 補助の対象となる事業者（以下「補助対象者」という｡)は、要綱第２条第６号に定める小

規模企業者のうち、次の各号のすべてに該当するものとする。 

 (1) 市内で現に事業を営んでおり、かつ、今後市内で３年以上事業を実施する意思があること。 

(2) 事業主及び従業員が掛川市暴力団排除条例（平成24年掛川市条例第27号）第２条第３号の暴

力団員等（以下この号において「暴力団員等」という｡)及び暴力団員等と密接な関係を有する

ものではないこと。 

(3) 市税の滞納がないこと。ただし、市税の滞納を計画的に納付し、かつ完納の見込みがあるも

のを除く｡ 

 (4) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第１項  

  の風俗営業、同条第５項の性風俗関連特殊営業、同条第11項の特定遊興飲食店営業若しくは同 

  条第13項の接客業務受託営業を営み、又は同法第33条第１項の規定による届出の対象となる営 

  業を営む者以外の者であること。 

（対象事業等） 

第３条 補助金の対象となる事業（以下「対象事業」という｡)、補助率、補助限度額、補助の交付

の対象となる経費（以下「対象経費」という｡)及び補助の交付となる要件（以下「交付要件」と

いう｡)は別表のとおりとする。ただし、経費を同じくする国及び県並びにこれらに準ずる団体等

の補助金等の交付が行われている、もしくは交付が見込まれる場合は、本補助金の対象外とする。 

（交付申請） 

第４条 申請者は、事業に着手しようとする日の前日もしくは、市長が別に定める日までのいずれ

かの早い日までに、次の各号に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 要綱第４条に定める提出書類 

(2) 見積書等 

(3) 営業実態が確認できる書類 

(4) 事務所等の所在が確認できる書類 
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(5) その他市長が必要と認めるもの 

（変更の承認申請） 

第５条 交付の決定を受けた申請者(以下「交付決定者」という｡)は、申請内容を変更し、または

中止しようとするときは、要綱第６条に定める書類を市長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第６条 交付決定者は、要綱第７条に定める提出期限までに次に掲げる書類を市長に提出するもの

とする。 

(1) 要綱第７条に定める提出書類 

(2) 領収書等 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第７条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容の審査及び必要に応じて行

う現地調査等により交付すべき補助金の額を確定し、交付決定者に通知するものとする。また、

確定しようとする補助金の額に1,000 円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるもの

とする。 

（請求の手続） 

第８条 交付決定者は、要綱第８条に定める提出期限までに次に掲げる書類を市長に提出するもの

とする。 

(1) 要綱第８条に定める提出書類 

(2) 振込先口座が分かる通帳等の写し 

（交付決定の取消し等） 

第９条 市長は、補助事業者が、次のいずれかに該当すると認めた場合は、補助金交付決定の全部

又は一部を取り消し、また、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(1) 虚偽の申請その他の不正行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

(2) 規則又はこの要領並びに関係法令に違反する行為があったとき。 

附 則 

この要領は、令和３年６月15日から施行する。 

附 則 

この改正は、令和３年８月２日から施行する。 

附 則 
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この改正は、令和４年６月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和５年６月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和５年10月16日から施行する。 

附 則 

この改正は、令和６年度分の補助金から適用する。 
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別表 

１ 補助対象事業、補助率、補助限度額 

補助対象事業 補助率 補助限度額 

「新しい生活様式」と「働き

方改革」の環境整備に要する

事業 

補助対象経費の１／２以内 １００千円 

※申請が予算枠を超えた場合は、申請受付を終了する。 

２ 補助対象経費 

経費区分 内容 

デジタルシフト（ネット環境整備・キャッシ

ュレス化）に必要な改修費 

・ＥＣサイトの開設費用 

・キャッシュレス決済の導入 

・セルフレジの導入 

・インターネット回線整備、改修 

・動画作成など情報発信力強化に係る経費 

・インボイス制度への対応費用 

３ 注意事項 

(1) 補助対象経費について 

ア 交付決定日以降に着手し、年度内に事業（支払い）が完了するものに限る。 

イ 補助事業者は、補助事業の経理について会計帳簿によって明らかにするとともに、その会

計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５年間

保管しておくものとする。 

 (2) 次に掲げる経費は対象外とする。 

  ア 消費税 

  イ 振込手数料 

ウ 国若しくは県等の補助金等の交付の対象となっている経費 

エ 経常的な経費 

オ リース料 

カ 各種保険料 

 


